
11 学校における働き方改革等の推進 

都立学校に勤務する職員の労働災害及び健康障害を防止するため、東京都立学校労働安

全衛生保護具措置規程に基づき、一般技能職員及び都立学校用務専門員に対し、保護具を

措置する。 

 

施策展開の方向性㉘ 

  公公益益財財団団法法人人東東京京都都教教育育支支援援機機構構((TTEEPPRROO))ととのの連連携携にによよるる学学校校支支援援のの充充実実  

１ 東京都教育支援機構（TEPRO）による学校への支援（総務部） 

(1) 公益財団法人東京都教育支援機構（TEPRO）との連携  

東京都教育支援機構（TEPRO）は、令和元年７月に都教育委員会が、教員の負担軽減と教

育の質の向上の両立を図るため、学校をきめ細かくサポートする全国初の多角的支援組織と

して設立した。 

同機構は、令和 4 年 4 月に一般財団法人から公益財団法人へ移行し、令和 5 年 7 月に名称

を「東京学校支援機構」から「東京都教育支援機構」に変更して、以下の事業を展開してい

る。 

・ 都内公立学校が必要とする多様な人材を開拓・確保して必要な研修を行い、紹介する人

材バンク事業 

・ 都立学校において生じる日常的な懸案事項について、教育分野に詳しい弁護士に相談し

て法律的知見に基づく助言を受けられる学校法律相談デスク事業 

また、都教育委員会から、国際交流コンシェルジュ事業、都立学校施設維持管理事業等を

受託し、実施している。令和 5 年度からは、新たに産休・育業代替教員等確保支援事業、都

立中学校等部活動の地域連携促進支援事業等を受託している。 

引き続き、学校から TEPRO へ寄せられる期待に十分に応えていけるよう、緊密な連携を図

る。 

 

 

12 質の高い教育を支える環境の整備 

【【現現状状とと課課題題】】  

学学校校のの施施設設・・設設備備等等のの整整備備  

・平成 30 年から令和 5年までの 5年間で、児童・生徒等の安全・安心な環境の整備を着実

に推進  

学学校校ののネネッットトワワーークク環環境境にに対対すするる意意識識  

・約半数の生徒がネットワーク環境に不満 

東東京京都都立立図図書書館館デデジジタタルルアアーーカカイイブブ  ココンンテテンンツツ数数  

・資料のデジタル化と公開を計画的に実施 

文文化化財財ウウィィーークク参参加加者者数数  

・多くの都民等に、文化財に親しむ機会を提供 

【【強強化化ののポポイインントト】】  

 都内公立学校の安全・安心な教育環境の確保及び災害時の避難所としての機能充実等を

着実に推進 

 学校の日常的な ICT 活用を支える環境の着実な整備、学びの変化や校務効率化を考慮し

た ICT 環境の検討 

 社会教育施設の利用者への適切なサービスの提供、文化財に対する保護の必要性や重要

性の周知  

【【指指標標】】  

 空調設備の整備、トイレの環境整備、カーボンハーフに向けた取組等の充実 

 都立学校の学習用ネットワーク環境について「不満」「やや不満」と感じている割合を

30％以下 

 都立図書館におけるＤＸの取組（江戸・東京関係資料のデジタル化、公開等）の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策展開の方向性㉙ 

  質質のの高高いい学学校校教教育育をを支支ええるる環環境境、、施施設設・・設設備備等等のの整整備備  

１ ICT を活用するための環境の整備（総務部・都立学校教育部） 

(1) 区市町村立学校のデジタル環境整備・利活用（再掲） 

ア GIGA スクール運営支援センター整備支援事業 

教員等の問合せに対応するヘルプデスクの設置や校内ネットワークの点検・応急対応等、

区市町村立学校のデジタル運用を支える GIGA スクール運営支援センターの整備経費の一

部について、国の補助に上乗せした都独自の補助を実施する。 

イ デジタル利活用支援員配置支援事業 

区市町村立学校に導入された一人 1 台端末をより実践的に利活用していくため、区市町

村立学校において、デジタルの専門性に基づく授業支援や校内研修等を担うデジタル利活

用支援員の配置経費の一部を都独自で補助する。 

ウ 都内公立小・中学校における一人 1 台端末の更新 

1122  質質のの高高いい教教育育をを支支ええるる環環境境のの整整備備
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12 質の高い教育を支える環境の整備 

共同調達等により端末の計画的な更新を支援する。 

(2) 都立学校のデジタル環境整備・利活用（再掲） 

ア 都立学校等における一人 1 台端末の整備 

令和 4 年度から、都立学校等における一人 1 台端末の整備を開始した。令和 7 年度入学

生の生徒所有一人 1 台端末についても、端末調達に係る検討・契約を行い、円滑な導入を

進める。 

イ 校内無線 LAN 環境の運用 

令和 3 年度に整備を完了し、令和 4年度に増強した校内無線 LAN 環境の安定運用を行う

とともにセキュリティ対策を強化する。 

ウ 統合型学習支援サービスによる全校オンライン学習環境の整備 

教員と児童・生徒の双方向のオンライン学習等を可能とする統合型学習支援サービスに

ついて、必要な機能改善を行いながら利活用を推進する。 

エ 都立学校における生成 AI の活用 

都立学校の生徒が授業等で生成 AI を効果的に活用できる環境整備に向け、安全な専用

領域を構築するとともに、研究校における取組成果を普及する。 

オ デジタルサポーター（ICT 支援員）の配置・教員向け研修 

(ｱ) 都立学校への校内無線 LAN 整備、統合型学習支援サービスの導入等のデジタル環境

整備に当たり、トラブルに迅速に対応し、安定した活用を支援するとともに、専門的

見地から活用手法の改善や新たな活用法について支援するためのデジタルサポーター

（ICT 支援員）を引き続き都立学校全校へ常駐配置する。また、令和 5 年度から段階

的に、学校のデジタルサポーターを会計年度任用職員とし、教員との連携を強化する

ことで、学校でのデジタルの利活用の一層の推進を図る。 

(ｲ) 教職員が行う統合型校務支援システム等の初期設定入力などの入力事務の負担を軽

減するため、年度当初に、入力支援を行うための支援員(入力支援員)を配置する。 

(ｳ)  学校におけるデジタルの利活用の推進や子供たちの情報活用能力の組織的・計画的

な育成のため、「デジタル利活用推進教員育成研修」を実施する。 

カ オンライン学習デーの実施 

教員のデジタルスキルを維持・向上させ、災害等の非常時においても、デジタルを活用

しオンラインで学びを継続することができるよう都立学校においてオンライン学習デー

を実施する。 

キ 教育ダッシュボードの構築 

統合型校務支援システムの校務系データと統合型学習支援サービスの学習系データを

一元表示、分析し、個に応じた指導に生かすための教育ダッシュボードの 2 次開発として

これまでの学習系データの分析機能に加え、校務系データの分析機能をリリースする。一

部の学校から利用を開始し、順次対象校を拡大していく。 

ク 定期考査採点・分析システムの活用 

令和 3 年度に都立高校全校に導入した定期考査採点・分析システムを活用し、定期考査

や小テスト等の採点業務を正確かつ効率的に行うことで、採点誤りの防止と教員の業務縮

減を図るとともに、問題ごとの正答率等を集計・分析し、授業改善や個に応じた指導を推

進する。 

ケ 統合型校務支援システムの運用 

12 質の高い教育を支える環境の整備 

都立学校における業務縮減及び業務の効率化に向け、令和 4 年 4 月に運用開始した統合

型校務支援システムの安定稼働及び全都立学校への運用定着を図る。 

コ 保護者コミュニケーションシステムの導入 

児童・生徒の欠席や保護者へのお便り配信の電子化を推進するため、システム未導入校

に対して、保護者コミュニケーションシステムを段階的に導入する。 

(3) 島しょ地域における教育 DX 推進事業（再掲） 

ア 島しょ地域の小・中学校における教育 DX の支援 

(ｱ) 統合型校務支援システムの本格運用を開始し、島しょ地域の町村と綿密に調整・連

携しながらシステムの安定運用及び活用を図る。 

(ｲ) 小学校、中学校、高校の過去情報をデータ化・分析し、データ利活用の方法や教育

への効果を検証する。 

(ｳ) 島しょ地域の町村や学校と連携し、将来的な教育 DX に関する多様な施策を検討・実

施し、島しょ全体の教育 DX の機運を醸成していく。 

イ 島しょ地域の高校における教育 DX の推進 

(ｱ) 島しょ地域の高校から大学に進学した卒業生等をチューターとして、オンラインで

在校生の進学に関する相談に乗る制度と環境を整備し、進路の実現を支援する。 

(4) デジタルを活用した入学者選抜に係る業務の推進 

令和 5 年度入学者選抜から全都立高校で導入したインターネットを活用した出願及び合

否照会について、入学者選抜における業務縮減及び効率化に向け、必要な機能改善を図りな

がら、安定的かつ円滑な運用を推進する。 

 

２ 空調設備の整備の促進（地域教育支援部・都立学校教育部） 

(1) 公立学校施設冷房化支援特別事業 

児童・生徒の良好な教育環境を確保するため、公立小・中学校等の普通教室に冷房を導入

する区市町村に対し、平成 22 年度から国の補助に上乗せした都独自の補助を行い、公立学

校施設の冷房化の支援を実施してきた。平成 26 年度からは防音性が求められる等早急に教

育環境の整備が必要な特別教室（図書室、音楽室、視聴覚室及びパソコン教室）を、平成

27 年度からは普通教室で代替の利かない特別教室（理科室、家庭科室、調理室、被服室、

図工室、美術室及び技術室又はそれに準じた教室）を、令和元年度からは給食室を支援対象

に加え、区市町村の学校教育環境整備が推進されるよう支援を行っている。 

(2) 公立学校屋内体育施設空調設置支援事業 

児童・生徒の良好な教育環境の確保と被災時の避難所機能の強化のため、公立小・中学校

等の学校体育館等へ空調設置を行う区市町村に対し、都独自の補助制度を平成 30 年度から

実施している。 

ア 国の補助制度を活用した空調設置に対する支援 

特別教室等と同様に国の補助金を活用し、体育館等へ空調設備の設置を行う区市町村に

対し支援を実施している。 

イ リース方式を活用した空調設置に対する支援 

国が施設整備補助の対象としていない、区市町村がリース契約により行う体育館等への

空調設備の整備についても、令和元年度から支援を実施している。 

(3) 都立学校における空調設備の整備 
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12 質の高い教育を支える環境の整備 

共同調達等により端末の計画的な更新を支援する。 

(2) 都立学校のデジタル環境整備・利活用（再掲） 

ア 都立学校等における一人 1 台端末の整備 

令和 4 年度から、都立学校等における一人 1 台端末の整備を開始した。令和 7 年度入学

生の生徒所有一人 1 台端末についても、端末調達に係る検討・契約を行い、円滑な導入を

進める。 

イ 校内無線 LAN 環境の運用 

令和 3 年度に整備を完了し、令和 4年度に増強した校内無線 LAN 環境の安定運用を行う

とともにセキュリティ対策を強化する。 

ウ 統合型学習支援サービスによる全校オンライン学習環境の整備 

教員と児童・生徒の双方向のオンライン学習等を可能とする統合型学習支援サービスに

ついて、必要な機能改善を行いながら利活用を推進する。 

エ 都立学校における生成 AI の活用 

都立学校の生徒が授業等で生成 AI を効果的に活用できる環境整備に向け、安全な専用

領域を構築するとともに、研究校における取組成果を普及する。 

オ デジタルサポーター（ICT 支援員）の配置・教員向け研修 

(ｱ) 都立学校への校内無線 LAN 整備、統合型学習支援サービスの導入等のデジタル環境

整備に当たり、トラブルに迅速に対応し、安定した活用を支援するとともに、専門的

見地から活用手法の改善や新たな活用法について支援するためのデジタルサポーター

（ICT 支援員）を引き続き都立学校全校へ常駐配置する。また、令和 5 年度から段階

的に、学校のデジタルサポーターを会計年度任用職員とし、教員との連携を強化する

ことで、学校でのデジタルの利活用の一層の推進を図る。 

(ｲ) 教職員が行う統合型校務支援システム等の初期設定入力などの入力事務の負担を軽

減するため、年度当初に、入力支援を行うための支援員(入力支援員)を配置する。 

(ｳ)  学校におけるデジタルの利活用の推進や子供たちの情報活用能力の組織的・計画的

な育成のため、「デジタル利活用推進教員育成研修」を実施する。 

カ オンライン学習デーの実施 

教員のデジタルスキルを維持・向上させ、災害等の非常時においても、デジタルを活用

しオンラインで学びを継続することができるよう都立学校においてオンライン学習デー

を実施する。 

キ 教育ダッシュボードの構築 

統合型校務支援システムの校務系データと統合型学習支援サービスの学習系データを

一元表示、分析し、個に応じた指導に生かすための教育ダッシュボードの 2 次開発として

これまでの学習系データの分析機能に加え、校務系データの分析機能をリリースする。一

部の学校から利用を開始し、順次対象校を拡大していく。 

ク 定期考査採点・分析システムの活用 

令和 3 年度に都立高校全校に導入した定期考査採点・分析システムを活用し、定期考査

や小テスト等の採点業務を正確かつ効率的に行うことで、採点誤りの防止と教員の業務縮

減を図るとともに、問題ごとの正答率等を集計・分析し、授業改善や個に応じた指導を推

進する。 

ケ 統合型校務支援システムの運用 

12 質の高い教育を支える環境の整備 

都立学校における業務縮減及び業務の効率化に向け、令和 4 年 4 月に運用開始した統合

型校務支援システムの安定稼働及び全都立学校への運用定着を図る。 

コ 保護者コミュニケーションシステムの導入 

児童・生徒の欠席や保護者へのお便り配信の電子化を推進するため、システム未導入校

に対して、保護者コミュニケーションシステムを段階的に導入する。 

(3) 島しょ地域における教育 DX 推進事業（再掲） 

ア 島しょ地域の小・中学校における教育 DX の支援 

(ｱ) 統合型校務支援システムの本格運用を開始し、島しょ地域の町村と綿密に調整・連

携しながらシステムの安定運用及び活用を図る。 

(ｲ) 小学校、中学校、高校の過去情報をデータ化・分析し、データ利活用の方法や教育

への効果を検証する。 

(ｳ) 島しょ地域の町村や学校と連携し、将来的な教育 DX に関する多様な施策を検討・実

施し、島しょ全体の教育 DX の機運を醸成していく。 

イ 島しょ地域の高校における教育 DX の推進 

(ｱ) 島しょ地域の高校から大学に進学した卒業生等をチューターとして、オンラインで

在校生の進学に関する相談に乗る制度と環境を整備し、進路の実現を支援する。 

(4) デジタルを活用した入学者選抜に係る業務の推進 

令和 5 年度入学者選抜から全都立高校で導入したインターネットを活用した出願及び合

否照会について、入学者選抜における業務縮減及び効率化に向け、必要な機能改善を図りな

がら、安定的かつ円滑な運用を推進する。 

 

２ 空調設備の整備の促進（地域教育支援部・都立学校教育部） 

(1) 公立学校施設冷房化支援特別事業 

児童・生徒の良好な教育環境を確保するため、公立小・中学校等の普通教室に冷房を導入

する区市町村に対し、平成 22 年度から国の補助に上乗せした都独自の補助を行い、公立学

校施設の冷房化の支援を実施してきた。平成 26 年度からは防音性が求められる等早急に教

育環境の整備が必要な特別教室（図書室、音楽室、視聴覚室及びパソコン教室）を、平成

27 年度からは普通教室で代替の利かない特別教室（理科室、家庭科室、調理室、被服室、

図工室、美術室及び技術室又はそれに準じた教室）を、令和元年度からは給食室を支援対象

に加え、区市町村の学校教育環境整備が推進されるよう支援を行っている。 

(2) 公立学校屋内体育施設空調設置支援事業 

児童・生徒の良好な教育環境の確保と被災時の避難所機能の強化のため、公立小・中学校

等の学校体育館等へ空調設置を行う区市町村に対し、都独自の補助制度を平成 30 年度から

実施している。 

ア 国の補助制度を活用した空調設置に対する支援 

特別教室等と同様に国の補助金を活用し、体育館等へ空調設備の設置を行う区市町村に

対し支援を実施している。 

イ リース方式を活用した空調設置に対する支援 

国が施設整備補助の対象としていない、区市町村がリース契約により行う体育館等への

空調設備の整備についても、令和元年度から支援を実施している。 

(3) 都立学校における空調設備の整備 
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都立高等学校の体育館については、全ての学校において、空調設備の整備を完了しており、

令和 4 年度から、武道場等への空調設備の整備を進めている。 

また、都立高等学校の特別教室のうち、備え付けの機器や火気等を使用して実験・実習を

行うなど、普通教室では代替することができない理科系実験室、美術室、工芸室、調理室及

び被服室、また、給食室等について、計画的に空調設備の設置を進めるとともに、老朽化し

た空調の更新を行い教育環境の改善を図る。 

 

３ トイレの環境整備の推進（地域教育支援部・都立学校教育部） 

(1) 公立小・中学校等におけるトイレ整備の推進 

     児童・生徒にとって安全・安心な環境を確保するとともに、災害時における地域の避難所

としての機能を向上させるため、平成 29 年度から、トイレ改修（洋式化等）及び災害用ト

イレの整備を実施する区市町村に対し、国庫補助に加え、財政支援を行っている。 

(2) 都立学校におけるトイレ整備の推進  

都立学校において、計画的にトイレの洋式化を進めるとともに、暖房便座の整備も推進す

る。また、学校の改築等の際は、洋式トイレを基本として計画するとともに、バリアフリー

トイレのウォシュレットの整備やマンホールトイレの整備を進める。 

 

４ カーボンハーフに向けた取組の充実（都立学校教育部） 

(1) 太陽光発電設備の整備 

   再生可能エネルギーの積極的な活用により環境負荷を軽減し、更には発災時におけるエネ

ルギー供給の確保にも資するため、都立学校の改築工事等を行う際、併せて校舎屋上に太陽

光発電設備を整備するとともに、既存校舎についても、施工部署である財務局及び環境局と

連携しながら設置を加速化していく。 

(2) 照明の LED 化の推進 

照明によるエネルギー消費量を削減するため、都立学校の改築工事等の際、原則として

LED 照明とするとともに、既存校舎についても LED 化を順次進める。 

 

５ 学校施設の耐震化の推進（地域教育支援部・都立学校教育部） 

(1) 公立小・中学校等における耐震化の推進 

学校施設における耐震化の緊急性・重要性に鑑み、国庫補助に加え、都独自の支援事業を

時限的に実施し、公立小・中学校等の耐震化の推進を図ってきた。 

     また、東日本大震災を契機にその重要性が再認識された非構造部材の耐震化についても、

平成 25 年度から、国庫補助に加え、区市町村への財政支援を行っている。 

(2) 都立学校における震災対策の推進 

都教育委員会では、阪神・淡路大震災を契機とし、災害時における児童・生徒等の安全を

確保するとともに、被災した都民の避難場所としての機能を充実するため、東京都耐震促進

改修計画等に基づき、都立学校校舎等の耐震補強や改築を計画的に推進し、平成 22 年度末

までに全ての都立学校の耐震化を完了した。 

一方、平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災においては、全国の多くの学校施設で天井

材、照明器具、外壁（外装材）など非構造部材の落下による被害が発生した。都立学校でも

一部かつ軽微ではあるが、天井材が落下するなどの被害が発生したことから、特に天井高が
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高く致命的な事故につながるおそれがある屋内運動場を優先して、天井材等の落下防止対策

を計画的に実施することとした。 

屋内運動場については、平成 24 年度に実施した専門家による総点検の結果を踏まえて平

成 25 年度から 4 か年（平成 28 年度まで）の耐震化改修工事を計画的に行った。 

また、校舎棟等の非構造部材についても、平成 26 年度から耐震化改修工事を計画的に行

っている。 

(3) 公立小・中学校等におけるブロック塀等の安全対策の推進 

大阪北部地震を契機に、その重要性が認識されたブロック塀等の安全対策について、30

年度から、国庫補助に加え、区市町村への財政支援を行っている。 

(4) 都立学校におけるブロック塀等の安全対策の推進 

ブロック塀等について、撤去・新設を中心とした安全対策工事を実施する。その際、撤去

後に新設する塀について、一部の学校では国産の木材を活用する。 

 

６ 国産木材の利用の促進（地域教育支援部・都立学校教育部） 

(1) 公立学校木の教育環境整備補助事業 

我が国の伝統的な建築材料である木材を活用した温かみと潤いのある教育環境の中で、た

くましく心豊かな児童・生徒を育成するため、令和元年度から、区市町村が国庫補助事業に

より行う木材を活用する施設整備事業のうち、国産木材を活用する事業に対して支援事業を

開始した。令和 2 年度からは、国庫補助事業で対象としていない小規模な施設整備や物品購

入を支援し、さらに令和 5 年度からは幼稚園を支援対象に加え、学校施設における国産木材

の活用を促進している。 

(2) 都立学校における国産木材の利用の促進 

国産木材の利用推進に資するため、都立学校の外構等に国産木材を活用する。 

 

施策展開の方向性㉚ 

  幅幅広広いい年年代代のの都都民民のの学学習習機機会会のの充充実実  

１ 都立図書館におけるサービスの充実（地域教育支援部） 

(1)  図書館サービスの充実  

東京に集う人々の多様な知的活動や「学び」を支援するため、資料収集やサービス等に関

する各種調査結果を踏まえたニーズの反映、レファレンスサービスの強化等を行うとともに、 

デジタルアーカイブのコンテンツ充実や最新技術の活用により利便性の向上を図る。 

(2)  図書館環境の構築 

調査研究や学習活動、読書活動など様々なニーズや活動に応えるため、施設・設備面での

整備を図るとともに、電子書籍などデジタル化に対応した多様な情報源へのアクセス環境を

整備する。 

また、協力支援事業として、区市町村立図書館に対し、協力貸出や研修等多様な協力事業

の展開を図るとともに、統合検索システム等を活用した区市町村立図書館間の相互協力体制

を支援する。 

(3)  都政における施策推進の支援 

東京都職員が政策立案する際に必要な資料・情報を提供する。 
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都立高等学校の体育館については、全ての学校において、空調設備の整備を完了しており、

令和 4 年度から、武道場等への空調設備の整備を進めている。 

また、都立高等学校の特別教室のうち、備え付けの機器や火気等を使用して実験・実習を

行うなど、普通教室では代替することができない理科系実験室、美術室、工芸室、調理室及

び被服室、また、給食室等について、計画的に空調設備の設置を進めるとともに、老朽化し

た空調の更新を行い教育環境の改善を図る。 

 

３ トイレの環境整備の推進（地域教育支援部・都立学校教育部） 

(1) 公立小・中学校等におけるトイレ整備の推進 

     児童・生徒にとって安全・安心な環境を確保するとともに、災害時における地域の避難所

としての機能を向上させるため、平成 29 年度から、トイレ改修（洋式化等）及び災害用ト

イレの整備を実施する区市町村に対し、国庫補助に加え、財政支援を行っている。 

(2) 都立学校におけるトイレ整備の推進  

都立学校において、計画的にトイレの洋式化を進めるとともに、暖房便座の整備も推進す

る。また、学校の改築等の際は、洋式トイレを基本として計画するとともに、バリアフリー

トイレのウォシュレットの整備やマンホールトイレの整備を進める。 

 

４ カーボンハーフに向けた取組の充実（都立学校教育部） 

(1) 太陽光発電設備の整備 

   再生可能エネルギーの積極的な活用により環境負荷を軽減し、更には発災時におけるエネ

ルギー供給の確保にも資するため、都立学校の改築工事等を行う際、併せて校舎屋上に太陽

光発電設備を整備するとともに、既存校舎についても、施工部署である財務局及び環境局と

連携しながら設置を加速化していく。 

(2) 照明の LED 化の推進 

照明によるエネルギー消費量を削減するため、都立学校の改築工事等の際、原則として

LED 照明とするとともに、既存校舎についても LED 化を順次進める。 

 

５ 学校施設の耐震化の推進（地域教育支援部・都立学校教育部） 

(1) 公立小・中学校等における耐震化の推進 

学校施設における耐震化の緊急性・重要性に鑑み、国庫補助に加え、都独自の支援事業を

時限的に実施し、公立小・中学校等の耐震化の推進を図ってきた。 

     また、東日本大震災を契機にその重要性が再認識された非構造部材の耐震化についても、

平成 25 年度から、国庫補助に加え、区市町村への財政支援を行っている。 

(2) 都立学校における震災対策の推進 

都教育委員会では、阪神・淡路大震災を契機とし、災害時における児童・生徒等の安全を

確保するとともに、被災した都民の避難場所としての機能を充実するため、東京都耐震促進

改修計画等に基づき、都立学校校舎等の耐震補強や改築を計画的に推進し、平成 22 年度末

までに全ての都立学校の耐震化を完了した。 

一方、平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災においては、全国の多くの学校施設で天井

材、照明器具、外壁（外装材）など非構造部材の落下による被害が発生した。都立学校でも

一部かつ軽微ではあるが、天井材が落下するなどの被害が発生したことから、特に天井高が
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高く致命的な事故につながるおそれがある屋内運動場を優先して、天井材等の落下防止対策

を計画的に実施することとした。 

屋内運動場については、平成 24 年度に実施した専門家による総点検の結果を踏まえて平

成 25 年度から 4 か年（平成 28 年度まで）の耐震化改修工事を計画的に行った。 

また、校舎棟等の非構造部材についても、平成 26 年度から耐震化改修工事を計画的に行

っている。 

(3) 公立小・中学校等におけるブロック塀等の安全対策の推進 

大阪北部地震を契機に、その重要性が認識されたブロック塀等の安全対策について、30

年度から、国庫補助に加え、区市町村への財政支援を行っている。 

(4) 都立学校におけるブロック塀等の安全対策の推進 

ブロック塀等について、撤去・新設を中心とした安全対策工事を実施する。その際、撤去

後に新設する塀について、一部の学校では国産の木材を活用する。 

 

６ 国産木材の利用の促進（地域教育支援部・都立学校教育部） 

(1) 公立学校木の教育環境整備補助事業 

我が国の伝統的な建築材料である木材を活用した温かみと潤いのある教育環境の中で、た

くましく心豊かな児童・生徒を育成するため、令和元年度から、区市町村が国庫補助事業に

より行う木材を活用する施設整備事業のうち、国産木材を活用する事業に対して支援事業を

開始した。令和 2 年度からは、国庫補助事業で対象としていない小規模な施設整備や物品購

入を支援し、さらに令和 5 年度からは幼稚園を支援対象に加え、学校施設における国産木材

の活用を促進している。 

(2) 都立学校における国産木材の利用の促進 

国産木材の利用推進に資するため、都立学校の外構等に国産木材を活用する。 

 

施策展開の方向性㉚ 

  幅幅広広いい年年代代のの都都民民のの学学習習機機会会のの充充実実  

１ 都立図書館におけるサービスの充実（地域教育支援部） 

(1)  図書館サービスの充実  

東京に集う人々の多様な知的活動や「学び」を支援するため、資料収集やサービス等に関

する各種調査結果を踏まえたニーズの反映、レファレンスサービスの強化等を行うとともに、 

デジタルアーカイブのコンテンツ充実や最新技術の活用により利便性の向上を図る。 

(2)  図書館環境の構築 

調査研究や学習活動、読書活動など様々なニーズや活動に応えるため、施設・設備面での

整備を図るとともに、電子書籍などデジタル化に対応した多様な情報源へのアクセス環境を

整備する。 

また、協力支援事業として、区市町村立図書館に対し、協力貸出や研修等多様な協力事業

の展開を図るとともに、統合検索システム等を活用した区市町村立図書館間の相互協力体制

を支援する。 

(3)  都政における施策推進の支援 

東京都職員が政策立案する際に必要な資料・情報を提供する。 
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(4)  次世代育成の学校教育支援 

「第四次東京都子供読書活動推進計画」等に基づく事業をはじめ、児童・生徒の読書活動

や学習活動及び教職員の授業研究や学校図書館運営等に対する支援を実施する。 

 

２ 文化・学習活動やスポーツ活動の機会と場の提供(地域教育支援部) 

(1) 文化・学習活動やスポーツ活動の機会と場の提供（再掲） 

東京スポーツ文化館（区部ユース・プラザ）及び高尾の森わくわくビレッジ（多摩地域ユ

ース・プラザ）において、各施設の利用サービスの提供、それぞれの施設の特徴を生かした

ユース・スクエア事業、社会教育事業や文化・スポーツ教室を実施し、広く都民に文化・学

習活動やスポーツ活動の機会と場を提供しており、両施設とも管理・運営業務は PFI 方式で

行っている。 

 

３ 適切な文化財の保護施策の実施（地域教育支援部）  

(1) 文化財の保護 

ア 文化財保護審議会 

教育委員会の諮問に応じて文化財の指定、保存及び活用に関する重要事項を調査審議し、

これらの事項について教育委員会に建議する。 

イ 文化財調査活動 

 都内に遺存する文化財の現状を把握するとともに、文化財及び伝統的技術の現存状況の

実態を調査し、保護計画立案の資料とする。 

ウ 文化財の保存助成 

文化財を良好な状態で保存し後世に伝えるために、文化財の復原修理、破損修理、無形

文化財の保存・伝承に関する事業など、多額の経費を要するものに補助・助成する。 

エ 文化財の保護管理 

都教育委員会が管理団体となっている文化財の管理を行うほか、指定文化財の所有者又

は管理者に対して、管理公開謝礼を支払う。 

オ 文化財保護思想の普及 

「文化財の保護」、「東京の文化財」等の啓発資料の作成及び配布、文化財記録映画作成

を行う。また、都民俗芸能大会や日本伝統工芸展など文化財関係事業の共催・後援を行う。 

カ 東京文化財ウィーク 

11 月 3 日の文化の日前後に、都内全域で様々な文化財を公開するとともに、文化財関

連企画事業を実施し、多くの都民等にこれらの文化財に触れる機会を提供する。 

キ 銃砲刀剣類の登録 

都民の所持する美術品又は骨董品として価値のある火縄式銃砲等古式銃砲及び美術品

として価値のある刀剣類の登録を行う。 

ク 博物館の登録等 

教育及び文化の発展に寄与することを目的とした都内に所在する博物館について、博物

館法に基づき登録、登録事項の変更及び登録の抹消を行う。 

(2) 埋蔵文化財の保護管理 

ア 埋蔵文化財の保護管理 

都内に残されている埋蔵文化財（土地に埋蔵された文化財）を保護するため、遺跡の周

12 質の高い教育を支える環境の整備 

知徹底を図る。遺跡の保存が難しい場合は、発掘調査を実施し、記録保存を行う。また、

発掘調査の成果を活用し、普及啓発を行う。 

イ 出土品の保管（埋蔵文化財収蔵庫） 

      都内埋蔵文化財の調査により出土した資料等を収蔵管理し、資料等の貸出しにより活用

を進め埋蔵文化財の広報・普及を図る。 

ウ 東京都立埋蔵文化財調査センターの管理運営 

発掘調査に伴う出土品と調査記録等を適切に保管するとともに、調査研究、出土品

等の資料展示による普及事業を行う。 

なお、埋蔵文化財調査センターの管理運営は、平成 18 年 4 月から指定管理者制度

を導入し、現在は公益財団法人東京都教育支援機構へ委託している。  

(ｱ) 多摩ニュータウン区域内からの出土品を中心とした常設展示・企画展示 

(ｲ) 縄文時代集落の遺跡を遺跡庭園「縄文の村」として整備・公開 

(ｳ) 博物館や文化財関係機関等の要請に応じた収蔵品の貸出し 
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(4)  次世代育成の学校教育支援 

「第四次東京都子供読書活動推進計画」等に基づく事業をはじめ、児童・生徒の読書活動
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文化財の保存・伝承に関する事業など、多額の経費を要するものに補助・助成する。 

エ 文化財の保護管理 

都教育委員会が管理団体となっている文化財の管理を行うほか、指定文化財の所有者又

は管理者に対して、管理公開謝礼を支払う。 

オ 文化財保護思想の普及 

「文化財の保護」、「東京の文化財」等の啓発資料の作成及び配布、文化財記録映画作成

を行う。また、都民俗芸能大会や日本伝統工芸展など文化財関係事業の共催・後援を行う。 

カ 東京文化財ウィーク 

11 月 3 日の文化の日前後に、都内全域で様々な文化財を公開するとともに、文化財関

連企画事業を実施し、多くの都民等にこれらの文化財に触れる機会を提供する。 

キ 銃砲刀剣類の登録 

都民の所持する美術品又は骨董品として価値のある火縄式銃砲等古式銃砲及び美術品

として価値のある刀剣類の登録を行う。 

ク 博物館の登録等 

教育及び文化の発展に寄与することを目的とした都内に所在する博物館について、博物

館法に基づき登録、登録事項の変更及び登録の抹消を行う。 

(2) 埋蔵文化財の保護管理 

ア 埋蔵文化財の保護管理 

都内に残されている埋蔵文化財（土地に埋蔵された文化財）を保護するため、遺跡の周
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知徹底を図る。遺跡の保存が難しい場合は、発掘調査を実施し、記録保存を行う。また、

発掘調査の成果を活用し、普及啓発を行う。 

イ 出土品の保管（埋蔵文化財収蔵庫） 

      都内埋蔵文化財の調査により出土した資料等を収蔵管理し、資料等の貸出しにより活用

を進め埋蔵文化財の広報・普及を図る。 

ウ 東京都立埋蔵文化財調査センターの管理運営 

発掘調査に伴う出土品と調査記録等を適切に保管するとともに、調査研究、出土品

等の資料展示による普及事業を行う。 

なお、埋蔵文化財調査センターの管理運営は、平成 18 年 4 月から指定管理者制度

を導入し、現在は公益財団法人東京都教育支援機構へ委託している。  

(ｱ) 多摩ニュータウン区域内からの出土品を中心とした常設展示・企画展示 

(ｲ) 縄文時代集落の遺跡を遺跡庭園「縄文の村」として整備・公開 

(ｳ) 博物館や文化財関係機関等の要請に応じた収蔵品の貸出し 
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１　令和６年度教育庁所管予算総額

(1)　総　括　表

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度 増 ( △ ) 減 増 減 率

637,886,113 618,713,947 19,172,166 3.1 

人 件 費 501,097,279 485,342,501 15,754,778 3.2 

そ の 他 136,788,834 133,371,446 3,417,388 2.6 

371,526,887 277,770,053 93,756,834 33.8 

1,009,413,000 896,484,000 112,929,000 12.6 

11,340,810 15,332,306 △ 3,991,496 △ 26.0 

151,567,149 144,359,572 7,207,577 5.0 

140,726 134,491 6,235 4.6 

46,464,895 12,504,833 33,960,062 271.6 

6,208,317 5,863,568 344,749 5.9 

25,536,000 14,646,000 10,890,000 74.4 

241,257,897 192,840,770 48,417,127 25.1 

768,155,103 703,643,230 64,511,873 9.2 差 引 一 般 財 源 充 当 額

繰 入 金

諸 収 入

職 員 費

区 分

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

事 業 費

計

使 用 料 及 手 数 料

歳

出

歳

入

都 債

計

千円 千円 千円 ％千円 千円 千円 ％

ⅣⅣ 令令和和６６年年度度教教育育庁庁所所管管予予算算((当当初初))

千円千円千円千円千円千円
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